
 

単位：千円 

事   業   名 補正予算額 

（現計予算額） 

説            明 

【企画調整課】 

 

公共用地先行取得事

業資金貸付事業費 

 

 

 

       △106,458 

(6,219,089） 

 

 

諸    △106,458 

 

 

 

 １ 公共用地先行取得事業資金貸付金               △106,458 

   滋賀県土地開発公社が行う公共用地の先行取得や既に先行取得

した用地の管理等に関する業務に必要な資金を貸し付ける。 

 

   6,219,089 → 6,112,631 

   事業実績に応じた減額 

 

広域行政推進費 

 

        △14,133 

  （195,012） 

 

 

○一       △14,133 

 

 １ 関西広域連合負担金                △12,303 

   関西広域連合で実施する広域防災等７分野の事務などに係る経

費について、所要の負担金を支出する。 

 

   182,547 → 170,244 

   事業実績に応じた減額 

 

 

 

 

 

新駅問題支援対策費 

 

         △7,829 

（51,699） 

 

 

財         13 

 

繰      △7,711 

 

○一          △131 

 

 

 

 

 

 

１ 東海道新幹線新駅地域振興支援交付金                △7,711 

   後継プランの実施に関する栗東市との合意に基づき、骨格道路を

はじめとする基盤整備等に係る同市への支援を行う。 

 

51,185 → 43,474 

事業実績に応じた減額 



 

単位：千円  

事   業   名 補正予算額 

（現計予算額） 

説            明 

 

高等教育機関地域連

携推進費 

 

 

 

 

 

 

 

 

      1,993,348 

       (116,747) 

 

 

寄       3,161 

 

○一      1,990,187 

 

 

１ 「令和の時代の滋賀の高専」設置事業         1,993,394 

  滋賀の産業と地域を支える高度な技術人材の育成のため、公立

大学法人滋賀県立大学とともに、新たな高等専門学校の設置準備

を進める。 

 

105,558 → 2,098,952 

    滋賀県立高等専門学校整備運営基金の設置による基金積立金の

増額 

 

【県民活動生活課】 

 

国土調査費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        9,280 

       (164,273) 

 

 

国       6,216 

 

○一       3,064 

 

 

 

 

１ 地籍調査費補助金                  9,324 

  一筆ごとの面積や境界等の土地基礎情報の明確化を図るため、

国土調査法に基づく市町の地籍調査事業に対して補助する。 

 

163,314 → 172,638 

    国の内示額の増に伴う増額 

 

【ＣＯ₂ネットゼロ推

進課】 

 

ＣＯ₂ネットゼロ社会

づくり総合調整費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     △12,632 

(1,521,810) 

 

財       △33 

 

繰     △2,485 

 

諸      △6,000 

 

○一      △4,114 

 

 

 

 

１ グリーン・オフィス滋賀推進事業          △10,595 

   県庁のＣＯ₂ネットゼロを推進するため、本庁舎において RE100 

による電力調達を実施するとともに、県有施設への太陽光発電設 

備の導入に向けた調査を行う。 

 

   11,801 → 1,206 

      入札の不調等に伴う減額 

 

 

 

 

 

 



 

単位：千円  

事   業   名 補正予算額 

（現計予算額） 

説            明 

 

省エネ・再エネ等加速

化推進費 

 

 

 

 

 

 

 

 

△71,656 

        (302,297) 

 

国     89,813 

 

繰    △54,818 

 

○一    △106,651 

 

 

 

 

 

 

 

 

 １ 事業所省エネ・再エネ等推進加速化事業       △53,687 

産業・業務部門におけるＣＯ₂ネットゼロの取組を促進するた 

め、計画の立案から専門家による省エネ診断の実施、省エネ・ 

再エネ設備の整備、フォローアップまでをワンストップで支援 

する。 

 

177,987 → 124,300 

    補助金の実績見込み等に伴う減額 

 

２ 次世代自動車普及促進事業                     △11,557 

運輸部門等におけるＣＯ₂ネットゼロの取組を促進するため、 

 次世代自動車（ＥＶ、ＰＨＶ、ＦＣＶ）および充電インフラ設備 

の購入に対して支援する。 

 

       19,730  → 8,173 

    補助金の実績見込み等に伴う減額 

 

重３ ＰＰＡ等普及促進事業                △6,003 

太陽光発電設備の導入を促進するため、初期投資ゼロで設置 

できる電力販売契約（ＰＰＡ）等の普及を支援する。また、Ｐ 

ＰＡ等を活用した再生可能エネルギーの地産地消の仕組みづく 

りについて調査を行う。 

 

18,103 → 12,100 

    補助金の実績見込み等に伴う減額 

 



 

単位：千円  

事   業   名 補正予算額 

（現計予算額） 

説            明 

【人権施策推進課】 

 

地域総合センター等

事業推進費 

 

 

      △36,978 

        (286,905) 

 

 

国   △19,901 

 

○一    △17,077 

 

 

 

 

１ 地域総合センター事業推進費             △32,055 

地域総合センターを設置する市町に対して、その活動の充実と計

画的運営を促進するために運営費の補助を行う。 

    

  (1) 地域総合センター運営費等補助金 

   177,392 → 145,337 

   市町の事業費等の減に伴う減額 

  

 

 

 

 

 

 

 


